
新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急提言 

 

国におかれては、新型コロナウイルス感染症対策に係る全国知事会の累次にわたる緊急

提言に対して、真摯に対応いただき感謝申し上げたい。 

この度、全都道府県を区域とする緊急事態措置の終期が５月６日に到来することを踏ま

え、わが国の新型コロナウイルス対策を都道府県との協働により効果的に執行するととも

に、経済社会における影響を極力抑えるために、政府におかれては今後の方針を早期にお

示しいただき、以下の点について早急に対策を講じられるよう提言する。 

 

記 

 

１ 緊急事態宣言について 

（１）緊急事態宣言については、国民生活に大きな影響を与えることから、国の責任にお

いて、感染拡大状況や医療体制など専門的知見に基づきできるだけ早く終了又は延長

の判断を行うこととし、その際には発動・継続・解除の基準を具体的に明らかにした

上で、今後の終息に向けた見通しを早急に示すなど、厳しい状況に耐え奮闘してきて

いる国民、事業者、地域に対して十分説明責任を果たすとともに、その根拠となるデ

ータや専門家会議の議論について、広く国民と共有できるようにすること。また、緊

急事態宣言を継続せざるを得ないと判断する場合、国として覚悟をもって集中的に対

策を講ずるとともに、一部の地域のみ解除することにより「新たな人の動き」を生じ

させ全国的に感染拡大させることがないよう、全都道府県を対象地域とすることを視

野に検討し、その際、地域ごとの実情を踏まえ、感染の実態に応じ、段階に応じた対

策(学校での活動、屋外活動、少人数会合等)を、政府として明示すること。 

 

（２）学校については文部科学省として責任をもって学校の休業・再開の基準・ガイドラ

インを示すこと。また、５月７日以降も学校の臨時休業を継続する選択を自治体が行

うこととなる場合は、自治体間や児童生徒間で学習機会の格差が生じないよう、ＩＣ

Ｔを活用したオンライン学習やＮＨＫなどテレビを活用した学習機会を確保するとと

もに、これまでの学校臨時休業により不十分となっている学習が確保されるよう、家

庭学習に必要な教材の作成・郵送費等、環境整備のための支援や、教員や学習指導員

等の支援の拡充、土曜日や長期休業期間も活用するなどの教育課程の弾力的な編成、

受験及び就職に関する配慮事項等について早急に検討すること。 

併せて、諸外国でおこなわれている９月入学制についても、就職の時期や行政・企業

の会計年度なども含めて社会に幅広い影響を及ぼすことになるものであり、様々な見

地から各界各層を交え検討を要する国家的重要課題であるが、一方、学校休校の長期化

に対する不安を解消するとともに、子どもたちのグローバルな活躍にも資するもので

もあり、政府におかれては国民的な骨太の議論を行うこと。 

 

（３）観光地の旅館・ホテルや道路については、新型インフルエンザ等対策特別措置法と

旅館業法や道路法をはじめとした他法令との整合性について、法改正も含め、各自治

体が感染拡大防止に向けた実効性ある取り組みを行えるような措置を講ずること。 
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（４）新型インフルエンザ等対策特別措置法第４５条第２項の対象範囲外の施設に対する

同法第２４条第９項による営業休止など、「必要な協力の要請」に関する都道府県対策

本部長の裁量権を拡大すること。 

 

（５）大型連休中の往来自粛は全国的な課題であり、国民の行動変容を強く促すよう、テ

レビや新聞、ホームページ、インターネットの検索連動型広告やディスプレイ広告等

を使って、これまで以上に積極的かつ大々的な政府広報を実施するとともに、交通事

業者等にも呼びかけを行うこと。 

 

（６）感染終息後のＶ字回復や実効性ある需要喚起を行うことはもとより、外出自粛要請

や休業要請などの措置によっても事態が収束に向かわない場合を想定し、より実効性

のある次なる措置について国において検討すること。 

 

２ 実効性ある感染症拡大防止対策の強化について 

（１）特定警戒都道府県を中心に、新型インフルエンザ等対策特別措置法第２４条第９項

に基づく休業要請を行っても協力が得られず、同法第４５条第２項の規定による要請

や同条第４項の公表を行ってもなお営業を継続する事業者が存在するところである。

全国にチェーン展開する事業者に対し政府としても休業等を要請するとともに、協力

に応じた事業者への補償・支援の一層の充実を早急に図ること。また、こうした補償・

支援を特別措置法に位置付け、国の財源措置のもとに実施できるようにするとともに、

都道府県知事の指示に従わない場合には罰則適用の対象とする等、法制度も含め早急

に実効性を担保する措置を講ずること。 

 

（２）感染症法に基づく積極的疫学調査におけるＰＣＲ検査の受検や陽性者に対する行動

歴の調査、さらには自宅待機等に対して協力が得られないケースも多発しており、感

染者を社会全体で支えていく意識づくりはもとより、要請・指示に従わず、調査協力

を拒否する行為に対して、実効性を担保するため法的措置を設けるなどの改善を図る

こと。 

また、感染者の早期発見、早期隔離、行動履歴調査、濃厚接触者追跡調査により感染

封じ込めを徹底して行えるよう、財政措置や情報共有体制はじめ効果的な促進を図る

こと。 

 

（３）感染が確認された患者情報は、感染症法に基づき医療機関のある保健所設置自治体

から国に直接報告することとしているが、都道府県が地域の総合調整を行えるよう、

入院患者に対するＰＣＲ検査件数を含め患者情報を集約するシステムを構築すること。 

 

（４）羽田空港・伊丹空港で行われているサーモグラフィーを活用した体温測定について、

すべての他空港に拡大するなど、水際対策の更なる徹底を航空会社に要請するととも

に、発熱等による体調不良者の搭乗拒否を航空会社が行いやすくなるよう広く呼びか

けること。 

さらに、各自治体が離島等の空港やフェリーターミナルに配備するサーモグラフィ



ーが不足していることから、国においても調達・確保に向けた対策を講ずること。 

 

３ 命を守るための検査体制・医療提供体制の整備 

（１）簡易検査キット、特効薬及びワクチンの早急な実用化に向けて、基金を創設するな

ど、大胆な資金投入を行い、国を挙げて新薬の製品化を支援すること。 

また、アビガンに加え、レムデシビルの使用などについて、特例承認制度の活用や、

治験終了後、薬事承認を可能な限り迅速に行うことなどにより、薬剤治療の実用化へ早

急に道を開き、新型コロナウイルス感染症に対する社会的不安の解消に努め、安心な医

療体制を構築すること。 

 

（２）感染拡大防止のため、すべての自治体が感染者の早期発見、早期治療、徹底した行

動歴の調査を実施できるよう、国においては、ＰＣＲ検査の受検機会の拡大や不足し

ている試薬、綿棒の調達・確保などについて、国が責任をもって体制を整備すること。 

また、医療機関等における医療物資については、これまでも国において責任をもって

調達・供給する努力を重ねておられるが、住民の健康と命を守るため日夜懸命に診療に

当たっている医療従事者、医療機関等へ、感染防御等に必要なサージカルマスク、Ｎ９

５マスク、ゴーグル、フェイスシールド、長袖ディスポーザブルガウン、手袋、手指消

毒用アルコール、防護服などの医療物資が一日も早く十分に行き届くよう、調達状況の

情報や見込みを明らかにすることを含め、更なる対策を講じられることを強く求める。 

さらに、医療従事者に対する手厚い危険手当の支給や医療機関に対する財政的支援

等を実施するための財源措置を速やかに講じるとともに、医療従事者が不足する事態

に陥らないよう人材確保の対策を講じること。 

 

（３）重症・中等症患者受入れに係る診療報酬の増額が行われたが、一般病床や休床病床

に感染症患者やＰＣＲ検査中の有症状・疑似症患者を入院・外来治療する場合、対応

する医師及び看護体制が別途必要となるなど医療機関の負担増となるため、医療機関

の実情を踏まえ診療報酬のさらなる増額を行うこと。 

また、空床確保に係る国庫補助の単価が実態と大幅に乖離していることから、単価を

大幅に引き上げるとともに、病棟単位での確保、感染症患者受入体制確保のためにやむ

を得ず閉鎖する病棟及び外来診療も対象とするなど、入院医療機関に対する支援を具

体的に措置すること。 

さらに、軽症者については、自宅療養では症状の急変への対応が遅れる場合があるこ

とを踏まえ、宿泊施設での療養が基本であることを改めて国民に広く周知すること。 

 

（４）院内感染の発生が医療崩壊を招くことのないよう、これまで厚生労働省新型コロナ

ウイルス感染症対策推進本部クラスター班で調査した結果を速やかに取りまとめ、動

線の分離などの感染防止策に関する指針を早急に示すこと。あわせて、上記の取組を

支援するための職員の派遣など、国による支援を機動的に実施すること。 

 

（５）無症状者からも感染がおこりうることを踏まえ、妊婦の分娩や救急患者の手術等の

診療実施前に医療機関が行うＰＣＲ検査については、症状に関わらず保険適用または

公費負担とすること。 



 

（６）高齢者や障がい者の入所施設等で感染が生じた場合、重症化・クラスター化のおそ

れが高く、感染防止対策の徹底が求められる。また、感染が疑われる者が発生した場

合の感染拡大リスク低減のための体制整備や職員の確保など、万一の備えも欠かせな

い。このため、感染防止対策や代替サービスの提供などに取り組む施設等に対して、

報酬加算等の財政支援を充実すること。 

 

（７）新型コロナウイルスの地域における感染状況を把握する上で抗体検査は重要であり、

早急に抗体検査の有効性を確認し、国の責任で、全国において抗体検査を実施するこ

と。 

 

４ 緊急経済対策について 

（１）緊急事態宣言の期間やこれに伴う事業者への休業要請が延長された場合、今般の補

正予算に計上された「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(仮称)」や

「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金(仮称)」の金額では必要な額に不足

することが強く懸念されることから、補正予算に計上されている予備費の活用に加え、

追加の経済対策を躊躇なく講じることにより、交付金の総額を大幅に増額すること。 

 

（２）収入が減少した事業者にとって家賃は固定費として大きな負担であり、事業継続に

向けて切実な障壁となっていることから、家賃の軽減等を行う法的措置の制度化や支

援制度の創設を早急に実施すること。 

 

（３）交付額の算定に当たっては、十分な財政力のある自治体はもとより、財政力の弱い

自治体においても必要かつ十分な対策が実行できるよう、新型コロナウイルス感染症

の拡大の防止や経済活動の回復に向けた取組に対して、十分かつ確実な財政措置を行

うこと。 

また、甚大な影響を受けている住民生活や地域経済への支援を各都道府県がスピー

ド感をもって実行できるよう、速やかに対象事業や遡及適用などの制度設計を行うと

ともに、事前協議への迅速な対応、提出書類や審査の簡素化を図ること。 

さらに、各地方自治体の実情に応じて創意工夫を図り、実効性ある対策が講じられる

よう、国の対策に伴い地方負担が生じる場合には確実に交付金の対象とするとともに、

離島航路など地方公共交通機関の維持・確保に係る経費も対象とするほか、後年度にお

いて事業者への資金融通に対する利子補給を行うための基金造成などの年度間流用も

含め柔軟に活用できる、自由度の高い制度とすること。 

 

（４）国の責任で緊急事態宣言の発出を行った以上、国の責任において休業要請の対象と

なる行為・施設等の範囲及び財源措置を国が個別具体的方針を明確に示すとともに、

各都道府県が実施する緊急事態措置に協力した事業者等に対する協力金をはじめとす

る個人や事業主に対する補助金や助成金等について、現下の危機的状況に鑑み、特例

的に非課税扱いとすること。 

 

（５）緊急経済対策で創設された国の支援制度について、制度の周知徹底、使い勝手の向



上、申請手続きの簡素化などに取り組み、支援を必要とする者に一刻も早く現金を届

けられるようにすること。 

「持続化給付金」については、予備費の活用を含めその総額を増額させ、売上げ要件

の緩和や事業所単位での支給など対象者の大幅な拡充を図るとともに、速やかに事業

者に周知徹底し、オンライン以外の手続きも含め受付体制を整えること。また、複数回

支給するなど大きな影響を受けた事業者にとって十分な支援となる制度とすること。 

「雇用調整助成金」については、従業員への休業手当の支払後でなければ申請ができ

ないため、企業の資金繰り支援及び企業の雇用維持に向けた動機付けの効果を高める

観点から、休業手当の支払い前に支給申請が可能となるよう、手当支払いを証する確認

書類を後日提出とするなど迅速な支給のための改善措置を講じること。あわせて、上限

額の引き上げを行うこと。 

さらに、「特別定額給付金(仮称)」を早期に支給できるよう、システム改修など費用

負担も含め早急に対策を講ずるほか、障がい者も含め生活支援対策をきめ細かく講じ

ること。 

 

（６）激甚災害時に適用される、休業を余儀なくされた人が実際に離職していなくても失

業給付を受給できる雇用保険の特例措置について、今回も対象とするよう弾力的な運

用を行うこと。 

 

（７）経済活動の自粛とそれに伴う雇用情勢の悪化が懸念される中、リーマンショック時

に設けられた緊急雇用創出事業のように雇用の受け皿を確保するための制度や、休業

した事業所の従業員と他の事業所とのマッチング制度を創設するなど、雇用支援策を

講ずること。 

さらに、障がい者、高齢者、子ども、さらに、アルバイト収入がなくなっている学生

等を支援するため、自治体が行う様々な生活支援事業についても交付金の対象とする

など、国としての財政的な支援を行うこと。 

 

（８）中小事業者の資金繰りを支援する無利子融資制度について、国においても積極的に

事業者への周知を図るとともに、融資上限を引き上げるなど制度拡充を行うこと。ま

た、売上が減少した事業者のために国に先行して実施した利子及び保証料に対する支

援についても国の補助の対象とすること。 

 

（９）農林水産物の消費が低迷していることから、農林水産事業者を支援するため、各家

庭において地元産物を購入するなど地産地消を進めるよう、国としても強く呼びかけ

を行うこと。また、価格が大幅に低下している花きなどの施設園芸品目への支援策の

拡充を図ること。 

 

（10）新型コロナウイルス感染症の終息後における経済対策での活用や、住民サービスの

さらなる向上に向け、マイナンバーを活用した新たなサービス提供が可能となるよう、

個人番号等を利用することができる事務を拡大すること。 

 

 



５ 風評被害の防止と個人情報保護の徹底について 

感染者やその家族、また、治療にあたる医療従事者やその家族、ホテル等自宅以外の療

養の場及びその関係者等に対する偏見や差別につながる行為は決して許されるものではな

い。特に、感染者やその家族の個人情報の追求や、ＳＮＳ等による拡散のおそれは深刻で

あり、感染を拡げないようにするための疫学調査の実施にも支障を来している状況である。

こうした現状を踏まえ、国において、しっかりと病気の特性について国民に説明するとと

もに、人権や風評被害に配慮した対策を、法的措置を含め講じること。 
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